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（仮称）唐浜産業用地整備に係る市場性調査実施要領 

① 立地意向調査 

１．調査目的 

 本市は、令和４年２月１４日に、「アフターコロナを見据えた薩摩川内市の中期的展望」を公表し、

循環経済・産業拠点の創出を目指して、川内港臨海ゾーンの整備の方向性を示しています。現在、川内

港及び川内港周辺においては、国直轄事業による川内港唐浜地区国際物流ターミナルや南九州西回り自

動車道阿久根川内道路の整備などをはじめ、川内（火力）発電所跡地を資源循環の拠点とする「サーキ

ュラーパーク九州構想」※の推進や川内港久見崎みらいゾーンにおける企業立地など、官・民による人

流、物流、経済の好循環を創出する事業が展開されています。令和７年度を始期とする第３次薩摩川内

市総合計画前期基本計画においても、重要港湾川内港の利活用推進及び重要港湾川内港を含む川内港臨

海ゾーンの整備に重点的に取り組むことを示しています。 

 そうした中、令和７年９月３０日に、台湾のベンチャーキャピタル大手のＣＤＩＢキャピタルグルー

プにより、国内最大級のＡＩデータセンター群の立地に向けた調査や準備を担う準備法人の設立を公表

し、本年８年７月１８日には、サーキュラーパーク九州敷地内（川内（火力）発電所跡地）でのＡＩデ

ータセンターの開設に向けて、本市と事業者で立地協定を締結しました。 

 本市においては、重要港湾川内港に隣接する地理的優位性や将来の交通利便性の向上、ＡＩデータセ

ンターの立地による関連産業の集積などの観点から、サーキュラーパーク九州（川内（火力）発電所跡

地）に隣接する用地（約２５ha）を（仮称）唐浜産業用地として開発する方針です。 

（仮称）唐浜産業用地の整備にあたって、土地需要を把握し、開発の検討に活用するため、本実施要

領に基づき、本市が策定する基本構想に即した（仮称）唐浜産業用地への企業の立地意向について調査

するものです。（※現在、基本構想を策定中であり、概算事業費については、９月末を目途に別途お知

らせします。） 

 

 
※ 九州電力㈱川内（火力）発電所跡地を資源循環の拠点と位置づけ、循環経済と脱炭素化の推進による

持続可能な社会の構築を目指すもの。 
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２．（仮称）唐浜産業用地の概要 

 ⑴ 分譲用地の概要 

所在地 薩摩川内市港町地内 
面積 約２５ｈａ 

権利者 林野庁（国有保安林）、本市（市有保安林）、企業（民有保安林） 
現況 潮害防備保安林（国有保安林、市有保安林、民有保安林） 

分譲主体 
（仮称）唐浜産業用地整備に係る市場性調査（用地開発・分譲事業等実
施意向調査）の結果次第で、分譲主体が、薩摩川内市、薩摩川内市土地
開発公社、民間事業者のいずれかに決定する。 

都市計画 都市計画区域内 
土地利用規制 工業地域、工業専用地域、準工業地域のいずれかに指定する予定 
ハザードマップ 指定区域外 

交通アクセス 
南九州西回り自動車道 薩摩川内水引ＩＣから車で約７分 
ＪＲ川内駅（九州新幹線・在来線）から車で約２０分 
肥薩おれんじ鉄道 草道駅から車で約６分 

分譲予約開始 
（予定） 

令和１０年度 
※用地取得から１０年以内の操業開始を条件 

  

 ⑵ 分譲用地イメージ 

 

※上記の赤枠内が（仮称）唐浜産業用地の計画範囲である。 
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※各街区の分譲面積（予定）及び優先誘致業種は下表のとおり。 

ただし、今後実施する用地測量等によって、各街区の分譲面積が増減する可能性がある。 

街区 分譲面積（予定） 優先誘致業種 

Ａ街区 約３．５ｈａ 製造業、物流業、資源循環業等 

Ｂ街区 約３．５ｈａ 〃 

Ｃ街区 約３．４ｈａ 情報サービス業（データセンター） 

Ｄ街区 約４．２ｈａ 〃 

Ｅ街区 約１．５ｈａ 〃 

Ｆ街区 約３．２ｈａ 〃 

Ｇ街区 約２．５ｈａ 〃 

Ｈ街区 約３．２ｈａ 〃 

合計面積 約２５．０ｈａ  

※隣接するサーキュラーパーク九州（川内（火力）発電所跡地）敷地内には、令和１５年３月ま

でに電力容量３５０ＭＷ規模となる国内最大級のＡＩデータセンターが開設される予定。 

※点線枠の部分については、地質調査を実施しており、結果が９月末頃に判明する予定である。

調査結果に基づく概算費用等は、別途お知らせする。 

※当該分譲用地とは別に保安林解除に伴う残置森林（約１４ｈａ）を設置する計画となっている。

その残置森林については、工場立地法上の緑地面積として算入できる見込み。 

 

  ⑶ インフラの概要 

項目 内容 

①上水道 
開発用地内に上水道管ルートあり。 

（市道港・網津線：Φ１００、臨港道路：Φ１５０） 

②下水道 無し 

③工業用水道 

無し（当該用地への供給を目的とした工業用水道を設置する予定。工業用

水道を使用する場合は、事業者の負担で引込み工事等が必要となる予

定。） 

 ●供給開始時期（予定）：令和１０年度中 

 ●運営主体：検討中 

 ●水質：原水供給（川内川水系高城川） 

④道路 市道港・網津線及び臨港道路に接続 

⑤電力 

既設電力設備からの距離 

・特別高圧（６６ｋＶ）： （距離：０．１ｋｍ、標準工期：４８か月程度） 

・高圧（６ｋＶ）： （距離：０．１ｋｍ、標準工期：１２か月以内） 

（仮称）唐浜産業用地については、本市において、送配電事業者に６５０

ＭＷの電力使用申込を提出済みであり、送配電事業者が正式受付済み。 

※電源については脱炭素電源の活用を条件とする。 

⑥ガス 個別にＬＰガス等の契約が必要 

⑦通信 光回線の接続が可能 

 

３．提出に関する留意事項 

 ⑴ 立地意向の効力 

   本調査は、（仮称）唐浜産業用地の整備に向けた土地需要を把握することを目的としているため、

今回の立地意向表明が、当該用地への立地を約束するものではありません。なお、立地意向を表明

した事業者には、今後、分譲に関する情報について適宜情報提供を行います。 

⑵ 提出書類の取扱い 

   提出書類は返却しませんが、本市は結果概要の公表・事業の諸条件の検討以外の目的で提出書類

を使用したり、情報を漏らしたりすることはありません。 

   なお、提出書類及びヒアリングの詳細記録については、民間事業者のノウハウに係るものである

ことから、情報公開の対象とはしません。 
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⑶ 本市からの提示資料の取扱い 

   本市が提供する情報・資料については、立地検討以外の目的で使用してはなりません。また、立

地検討に当たって知り得た情報を第三者に漏らしてはなりません。 

 ⑷ 参加資格 

次に掲げる条件を全て満たしていることとします。 

① 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項各号の規定に該当しない者で

あること。 

② 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申し立てがなされていないこ

と。 

③ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申し立てがなされていないこ

と。 

④ 次のいずれにも該当しないこと。 

・ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止などに関する法律（平成3年法律第77号）第2 条

第 2号に規定する暴力団をいう。以下同じ） 

・ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止などに関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2

条第 6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ） 

・ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって

暴力団又は暴力団員を利用している者 

・ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴

力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

・ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

・ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

⑤ 薩摩川内市建設工事等有資格業者の指名停止に関する要綱（令和 3年 1月 29日施行）に掲げる

措置要件に該当しないこと。 

⑥ 国税、鹿児島県税及び薩摩川内市税の滞納がないこと。 

⑸ 費用負担 

本調査に関する書類の作成及び提出に要する費用は応募者の負担とします。 

 

４．調査の流れ 

⑴ スケジュール 

① 実施要領の公表    令和８年８月１８日（火） 

② 質問の受付      令和８年８月１８日（火）～令和８年１０月１６日（金） 

③ 質問に対する回答公表 質問の受付から概ね１週間以内（週休日除く随時） 

④ 書類の提出期限    令和８年１０月３０日（金）午後５時まで 

※提出後、個別にヒアリングをさせていただくことがあります。    

⑵ 実施要領等に関する質問 

本実施要領等について質問がある場合は、様式６「質問書」に必要事項を記入の上、電子メール

にて提出すること。電子メールの送信後、到着確認のため電話（0996-23-5111）で確認すること。 

① 提出期限 令和８年１０月１６日（金）午後５時まで 

② 回答方法 

提出された質問に対する回答書を電子メールにて随時送付します。なお、薩摩川内市ホームペ

ージにも随時掲載します。質問を提出した者の名称等は掲載しません。 

また、同様の趣旨の質問については、まとめて薩摩川内市ホームページに掲載します。 
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５．提出 

⑴ 提出書類 

  以下の様式に必要事項を記入しご提出ください。 

   ① 様式第１号 立地意向表明書  

   ② 様式第２号 立地意向調査表 

   ③ 様式第３号 法人等概要調書 

   ④ 様式第４号 事業計画書 

   ⑤ 様式第５号 誓約書 

⑵ 提出期限 

令和８年１０月３０日（金）午後５時まで 

⑶ 提出方法 

提出書類を「６．問い合わせ先・事務局」にメールでご提出ください。 

提出先（メール）：new-creation@city.satsumasendai.lg.jp 

 

６．問い合わせ先・事務局 

薩摩川内市経済シティセールス部新産業創造室 

住 所    〒895-8650 鹿児島県薩摩川内市神田町３番２２号 

電 話    0996-23-5111 内線 5791・5793 

ＦＡＸ    0996-20-5570 

メール    new-creation@city.satsumasendai.lg.jp 

ホームページ https://www.city.satsumasendai.lg.jp/soshiki/1331/index.html 
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